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本「概要版」資料の構成について

（１）第七次和歌山県保健医療計画の概要

（策定経緯、計画改定のポイント、検討スケジュール 等）

（２）５疾病５事業及び在宅医療並びに医師確保対策の概要

（各検討部会における検討結果等）

（３）二次保健医療圏のあり方に係る検討結果等

（圏域別検討会検討状況、基準病床数の算定換え）

（４）県民・患者等のご意見の反映状況

①「保健医療に関する県民意識調査」の結果（概要）

②パブリックコメントの実施結果（概要）
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（１）第七次和歌山県保健医療計画
の概要について
（策定経緯、計画改定のポイント、

検討スケジュール等）
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◆昭和６０年度に制度化 ： 都道府県が地域の実情に応じて、当該都道府県における医療提供
体制の確保を図るため、医療計画を策定するもの。（医療法第３０条の４）

◆和歌山県においては、保健に関する事項も併せて盛り込み、「保健医療計画」として策定。

「第七次和歌山県保健医療計画」の概要

（１） 医療計画制度の概要

（２） 計画期間 「平成３０～３５年度」（６年間計画）

（３） 基本理念

●『５疾病５事業（下記）及び在宅医療』それぞれに係る医療提供体制の構築
〔５疾病とは〕①がん、②脳卒中、③心筋梗塞等の心血管疾患、④糖尿病、⑤精神疾患
〔５事業とは〕①救急医療、②災害医療、③へき地医療、④周産期医療、⑤小児医療（小児救急を含む）

●医療従事者の確保 ●二次医療圏域の設定 ●基準病床数の設定
●医療・介護の連携 ●各圏域における取組 ●その他保健医療提供体制の確保

計画における主な記載事項

保健医療を取り巻く環境の変化に的確に対応するとともに、将来を
見据え県民の皆さんが安全で質の高い医療を受けることができるよ
う、本県の医療提供体制の構築の方向性を示すもの。

（４） 計画改定にあたってのポイント 次ページのとおり。

４



【 第七次和歌山県保健医療計画の概要（計画改定にあたってのポイント） 】

○ 今回の第七次計画策定にあたり、病床数規制の基準として定める基準病床数の算定換えを実施。

※現行（第六次）計画との相違点

○ 医療計画の計画期間を６年（これまでは５年）へと変更。介護保険事業（支援）計画（３年計画）と今後毎回、

同時見直し。

○ 地域医療構想や介護保険事業（支援）計画との整合性を図る。

○ 平成２８年５月に策定した和歌山県地域医療構想を第七次計画の一部として記述。

○ 医師確保対策について記述。

○ 計画策定の参考とするため、「保健医療に関する県民意識調査」を初めて実施。

（１）５疾病・５事業及び在宅医療について

○ 引き続き現状の５疾病・５事業及び在宅医療について、重点的に取組みを推進。

【５疾病】がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病、精神疾患

【５事業】小児医療、周産期医療、救急医療、災害医療、へき地医療

○ 「急性心筋梗塞」から「心筋梗塞等の心血管疾患」への名称の見直し。

（３）基準病床数について

第七次医療計画は「平成３０年度から平成３５年度」の６年計画

（２）二次医療圏（＝ 二次保健医療圏）について

○ 人口規模や患者受療動向を踏まえて、二次医療圏の設定の見直しに関して検討。

○ 二次医療圏は、地域医療構想で定めた構想区域との整合を図ることが適当。現行の７医療圏を引き続き維持。

意識調査結果概要は、Ｐ２９

５



第七次和歌山県保健医療計画の構成について
第１章 計画策定の趣旨

１．計画策定の趣旨
２．基本理念
３．計画の性格
４．計画の期間
５．保健福祉関連計画との関係

第２章 和歌山県の概況
１．人口構造
２．人口動態
３．受療動向
４．医療施設の状況
５．保健医療に関する県民の意識

第３章 保健医療圏の設定と基準病床数
１．保健医療圏設定の趣旨
２．保健医療圏の設定
３．基準病床数の算定

第４章 地域医療構想
１．病床機能報告からみた各構想区域の現状
２．２０２５年の医療需要と必要病床数
３．目指すべき医療提供体制
４．構想実現に向けた施策等

第５章 医療提供体制の構築
【第１節】疾病又は事業ごとの医療連携体制の構築

１．がん
２．脳卒中
３．心筋梗塞等の心血管疾患
４．糖尿病
５．精神疾患
６．小児救急を含む小児医療
７．周産期医療
８．救急医療
９．災害医療
10．へき地医療
11．在宅医療

第５章 医療提供体制の構築（続き）
【第２節】生涯を通じた保健医療対策

１．健康づくり
２．母子保健対策
３．感染症・結核対策
４．難病対策
５．移植医療対策
６．歯科保健医療対策

【第３節】医療従事者の確保と資質の向上
１．医師
２．歯科医師
３．薬剤師
４．看護職（保健師・助産師・看護師・准看護師）
５．理学療法士・作業療法士・言語聴覚士
６．歯科衛生士
７．その他の医療関係従事者

【第４節】薬事
【第５節】安全で良質な医療サービスの提供
【第６節】健康危機管理体制の構築

第６章 保健・医療・介護（福祉）の総合的な取り組み
１．地域包括ケアシステムにおける医療と介護の連携
２．介護予防 ３．リハビリテーション

第７章 圏域編
１．和歌山保健医療圏
２．那賀保健医療圏
３．橋本保健医療圏
４．有田保健医療圏
５．御坊保健医療圏
６．田辺保健医療圏
７．新宮保健医療圏

第８章 計画の推進体制
１．計画の周知と情報公開 ２．推進体制
３．数値目標一覧 ４．進捗管理と評価

《 参考資料 》・「医療機能調査」概要
・県医療審議会・地域保健医療協議会等名簿 ６



～１２月 １～３月 ４～６月　 ７～９月 １０～１２月 １～３月

医療審議会①

（キックオフ）

（４／２５）

平成２９年度

地域保健医療

協議会①

（７／６）

医療審議会②
（計画最終案審議）

（３／２７）

平成２８年度

圏域別検討会の開催（各２回）

『第七次和歌山県

保健医療計画』

策定

（平成２９年度中）

パブリック

コメント

の実施

「保健医療に関する県民意識調査」の実施

国における

「医療計画基本方針」

「医政局長通知」「課

長通知」

（３月末発出）を

踏まえて・・・

「地域医療構想」

をその一部として

含んだ形で策定

国「医療計画の

見直し等に関す

る検討会」

（１２月末に

意見まとめ）

「医療機能調査」の実施（７／１基準で調査実施）

５疾病5事業及び在宅医療

に関する検討

圏域編に関する検討

各検討部会の開催（各２回）

【５疾病】 ①がん、②脳卒中、③急性心筋梗塞、

④糖尿病、⑤精神疾患

【５事業 ①小児医療、②周産期医療、③救急医療、

＋在宅】 ④災害医療、⑤へき地医療、⑥在宅医療

介護保険事業（支援）計画との調整

（※）今回、医療・介護計画同時改定となることから、介護部局との緊密な調整を要する。

市町村との「協議の場」の設置、開催等（一義的には、「在宅医療」における検討事項のひとつ）

（※）各県立保健所等を中心として調整

「基準病床数」の算定・確定

「地域医療構想」（平成２８年５月策定）の推進 （※）各医療圏において地域医療構想調整会議を随時開催

（参考）

『第七次和歌山県

介護保険事業

（支援）計画』策定
（医療・介護同時改定）

各検討部会・

圏域別検討会①

地域保健医療

協議会②

（１０／２６）

各検討部会・

圏域別検討会②

地域保健医療

協議会③

（１／２５）

「第七次和歌山県保健医療計画」策定に向けた検討スケジュール

７



（２）５疾病５事業及び在宅医療
並びに医師確保対策の概要
（各検討部会における検討結果等）
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各検討部会の開催状況について

５疾病５事業及び在宅医療に係る検討部会を各２回、下記日程等により順次開催。
各分野における「現状と課題」を抽出、「施策の方向性」を検討するとともに「数値目

標」を設定。（次ページ以降のとおり）

がん ８月２９日（火） １８：３０～ １２月１８日（月） １８：３０～

脳卒中

心筋梗塞等の心血管疾患

糖尿病 ７月２０日（木） １７：００～

精神疾患 ９月６日（水） １５：００～ ２月７日（水） １５：００～

小児医療 ９月１４日（木） １６：００～ １１月１６日（木） １６：３０～

周産期医療 ９月１４日（木） １７：１５～ １１月１６日（木） １７：４５～

救急医療 ９月１２日（火） １５：１５～ １１月２０日（月） １６：１５～

災害医療 ９月１２日（火） １４：００～ １１月２０日（月） １７：３０～

へき地医療 ９月１日（金） １５：００～ １１月１６日（木） １０：３０～

在宅医療 ９月７日（木） １７：１５～ １１月２９日（水） １５：００～

１４：００～

５
事
業
及
び
在
宅
医
療

　第１回　検討部会 　第２回　検討部会
区 分

開 催 日 時 開 催 日 時

５
疾
病

９月１４日（木） １５：００～
１２月２５日（月）

検討依頼 諮 問

回　　答 答 申

資料提供

意見照会

 （県検討体制）

県地域保健医療協議会

知　　　　事

県策定本部
県医療審議会

検討部会等の議論を受け
全般的検討

計画最終案を審議

５疾病５事業及び在宅医療
に係る各検討部会

【協議会の開催状況】
〔第１回〕 ７月 ６日（木）
〔第２回〕１０月２６日（木）
〔第３回〕 １月２５日（木）

【審議会の開催状況】
〔キックオフ〕４月２５日（火）
〔最終案審議〕３月２７日（火）

７圏域別検討会

９



「がん」の概要
■ 現状と課題

■ 主な数値目標（2023年度）

■ 主な施策の方向

〔第三次がん対策推進計画全体目標〕

● 予防の推進や医療体制の
強化により、がんの75歳未満
年齢調整死亡率を減少

● チーム医療や医療連携の
推進

● がん登録の活用

● がんに携わる全ての医療関
係者が、基本的な緩和ケアの
知識・技術を習得

・がんの75歳未満年齢調整死亡率
2015(H27) 80.3→ 68.3
〔対H27年比 15%減少〕

・チーム医療体制整備病院数
（がん診療連携拠点病院等）

2017(H29) ９病院 →  ９病院

・緩和ケア研修会修了者数

2016（Ｈ28） 1,832人 → 3,000人

《現状》

《課題》

④尊厳を持って安心して暮らせ
る社会の構築

③患者本位のがん医療
の実現

①がんの75歳未満年齢調整
死亡率の減少

〔１次予防〕

● 生活習慣改善を促進
（食、運動、たばこ等）

〔２次予防〕

● がん検診受診率向上
● がん検診の質向上

・喫煙率低下
2016（Ｈ28） 27.9% → 18.9%（男）

・がん検診受診率
例）2016（Ｈ28）44.2％ → 70%（肺）

②科学的根拠に基づく
がんの発症予防、

早期発見・早期治療

県：△18.5％

国：△15.6％

胃がん 肺がん 大腸がん

全国 40.9 46.2 41.4

和歌山県 38.2 44.2 36.8

全国順位 36位 33位 39位

子宮頸がん 乳がん

全国 42.3 44.9

和歌山県 37.5 39.4

全国順位 45位 42位
34.0

42.2
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120.9

122.5

158.1

146.7

38.1 

58.2 

69.1 

135.8 

163.3 

188.3 

201.2 

食道

膀胱
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前立腺

肺

大腸

胃

和歌山県 全国平均
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20.8 

50.6 

55.4 

62.8 

131.3 

104.5 

31.1 

32.0 

50.2 

70.0 

83.4 

120.0 

125.4 

膵臓

肝臓

子宮頸部

肺

胃

乳房

大腸

和歌山県 全国平均

男

75歳未満年齢調整死亡率の推移 本県に多いがん （平成25年 粗罹患率） がん検診受診率（平成28年）

女

減少率は、国全体より大きいが、死亡率は高い（H27:11位） 男女ともに消化器系のがんや肺がんが、全国より多い 職域を含めたがん検診受診率は低い

値は%
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「脳卒中」の概要
■ 現状と課題

■ 主な施策の方向

予防対策の推進

● 減塩などの食生活や運動習慣の改善等を普及
● 脳卒中発症の前兆や発症時の早期受診の啓発
● 特定健康診査の実施率の向上
● 特定保健指導の推進

市町村国保の
・特定健康診査実施率

2015(H27) 31.8％→60％以上
・特定保健指導実施率

2015(H27) 29.6％→60％以上

・超急性期血栓溶解療法
（rt-PA）を実施する医療圏数

2017(H29) ６圏
→７圏（全二次医療圏）

・脳卒中での遠隔救急支援
システムの活用医療圏数

2016(H28) ０圏
→７圏（全二次医療圏）

《現状》

《課題》

①予防対策の推進

医療連携体制の推進
● 基礎疾患管理・・・地域での「かかりつけ医」の普及
● 発症直後の連携体制の確保・・・遠隔救急支援システムの活用等による救急医療

体制の充実
● 身体機能改善のためのリハビリテーション･･･地域リハビリテーション体制の充実
● 在宅療養生活のサポート体制の整備・・・医療と介護の連携を図り、在宅サービス

の提供体制の整備を促進

・県内メタボリックシンドローム
該当者及び予備群の減少率

2015（H27)年度
対2008年度12.7％減少

→25％以上減少

②医療連携体制の推進

・脳卒中地域連携クリティカル
パスを実施している医療圏数

2017(H29) ５圏
→７圏（全二次医療圏）

■ 主な数値目標（2023年度）

H27年 和歌山県 全 国

脳卒中
男性 ３２．４ ３７．８

女性 １９．５ ２１．０

年齢調整死亡率（人口10万対） 介護が必要となった主な原因
（全国）（H28年）

順位 主な原因 割合

１ 認知症 18.0％

２ 脳卒中 16.6％

３ 高齢による衰弱 13.3％H26年 和歌山県 全 国

脳卒中 入院及び外来 ２３８ １９９

高血圧性疾患 入院及び外来 ７４５ ５３３

高血圧性疾患 年齢調整外来 ３４２．５ ２６２．２

特定健康診査受診率（H27年度）

項目 和歌山県 全 国

特定健診受診率 31.8％ 40.6％

○年齢調整死亡率は、全国より低いが、受療
率及び、発症のリスク要因である高血圧性疾
患の受療率は全国より高い。また要介護状
態の原因として大きな割合を占めることから、
高血圧症を含めた予防対策の推進が必要

○発症早期の適切な医療が患者の予後に大
きく左右することから、救急体制の整備、医
療、保健、福祉の連携強化が重要

メタボリックシンドローム該当者及び
予備群の減少率（H27年度）

項目 和歌山県

減少率 対Ｈ20年度12.7％減少

受療率（人口10万対）
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「心筋梗塞等の心血管疾患」の概要
■ 現状と課題

■ 主な施策の方向

予防対策の推進

● 減塩などの食生活や運動習慣の改善等を普及
● 発症時の早期受診の啓発
● 特定健康診査の実施率の向上
● 特定保健指導の推進

・虚血性心疾患等心血管
疾患での遠隔救急支援
システムの活用医療圏数

2016（H28)年度 ０圏
→ ７圏（全二次医療圏）

・急性心筋梗塞による年齢調
整死亡率（人口10万対）

2015(H27)年
男性16.5、女性7.9

→ 全国平均

《現状》

《課題》

①予防対策の推進

医療連携体制の推進
● 基礎疾患管理・・・地域での「かかりつけ医」の普及
● 発症直後の連携体制の確保・・・県民を対象にAEDを使用した救命講習会の実施、

AED設置促進、救急医療体制の充実、救急救命士と救急医療機関の連携強化
● 専門治療や心血管疾患リハビリテーションの実施･･･迅速に専門的な治療が開始で

きる体制整備、診断・治療・リハビリテーションが切れ目なく継続できる医療体制の
整備、病状にあったリハビリテーションの提供

②医療連携体制の推進

・虚血性心疾患の退院患者
平均在院日数(患者住所地)

2014(H26)年 12.4日
→ 全国平均

市町村国保の
・特定健康診査実施率

2015(H27) 31.8％→60％以上

・特定保健指導実施率
2015(H27) 29.6％→60％以上

■ 主な数値目標（2023年度）

・県内メタボリックシンドローム
該当者及び予備群の減少率

2015（H27)年度
対2008年度12.7％減少

→25％以上減少

H27年 和歌山県 全 国

虚血性
心疾患

男性 ４３．０ ３１．３

女性 １８．２ １１．８

急性
心筋梗塞

男性 １６．５ １６．２

女性 ７．９ ６．１

年齢調整死亡率（人口10万対）

退院患者平均在院日数
（患者住所地）

H26年 和歌山県 全国

虚血性心疾患 １２．４ ８．２

受療率（人口10万対）

H26年 和歌山県 全 国

虚血性心疾患 入院及び外来 ９５ ５９

高血圧性疾患 入院及び外来 ７４５ ５３３

高血圧性疾患 年齢調整外来 ３４２．５ ２６２．２

特定健康診査受診率（H27年度）

項目 和歌山県 全 国

特定健診受診率 31.8％ 40.6％

○虚血性心疾患及び急性心筋梗塞
の年齢調整死亡率が、男女とも高く、
発症リスク要因である高血圧性疾患
の受療率も高いことから、予防対策
の推進が必要

○救命率の向上、リハビリテーショ
ン、合併症や再発予防のために医
療、保健、福祉の連携強化が重要

メタボリックシンドローム該当者及び
予備群の減少率（H27年度）

項目 和歌山県

減少率 対Ｈ20年度12.7％減少
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「糖尿病」の概要
■ 現状と課題

■ 主な施策の方向

予防対策の推進

● 運動習慣の定着や食生活の改善等
を普及

● 糖尿病の正しい知識の普及・啓発
● 合併症の発生と重症化予防の推進

と連携強化

市町村国保の
・特定健康診査実施率

2015(H27)31.8％ → 60％以上

・特定保健指導実施率
2015(H27)29.6％ → 60％以上

・糖尿病性腎症重症化予防に
取り組む市町村数

2017(H29) 17市町村
→30市町村

《現状》

《課題》

①予防対策の推進

早期発見
● 特定健診の実施率の向上による

糖尿病やその疑いのある県民の
早期発見を促進

● 特定保健指導の推進

・県内メタボリックシンドローム該当者
及び予備群の減少率

2015（H27) 対2008年度12.7％ 減少
→25％以上減少

H27年 和歌山県 全 国

糖尿病
男性 ４．９ ５．５

女性 ２．４ ２．５

年齢調整死亡率（人口10万対）

県内で糖尿病を強く疑われる人・糖尿病の可能
性を否定できない人（県民健康・栄養調査）

H28年 県内

糖尿病を強く疑われる人 14.0 %
糖尿病の可能性を否定できない人 13.2 ％

受療率（人口10万対）

H26年 和歌山県 全 国

糖尿病 入院及び外来 ２７０ １９１

特定健康診査受診率（平成27年度）

項目 和歌山県 全 国

特定健診受診率 31.8% 40.6%

○糖尿病にならないように適切な食習慣
や運動習慣の定着促進等予防対策を推進

○糖尿病やその予備群を早期発見し、
生活習慣の改善や適切な医療を受け、
合併症とその重症化を予防

○病状に応じた糖尿病の専門的な治療や
重症化予防のための多職種間の連携強
化など医療連携体制の確保が必要

メタボリックシンドローム該当者及び
予備群の減少率（H27年度）

項目 和歌山県

減少率 対Ｈ20年度12.7％減少

③医療連携体制の確保

・地域連携クリティカルパスを
実施している医療圏数

2017(H29) １圏
→７圏（全二次医療圏）

新規透析導入患者のうち糖尿病性腎症
による患者数（割合）

H27年 和歌山県

糖尿病性腎症による患者数（割合） 164人
（47.1％）

②早期発見

医療連携体制の確保
● かかりつけ医、専門医の連携体制の構築
● 糖尿病地域連携クリティカルパスの利用促進
● 糖尿病予備群から糖尿病への移行や重症化を予防
するための専門的な療養指導を行う体制整備

● 医科歯科連携による口腔ケアの体制整備

■ 主な数値目標（2023年度）
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「精神疾患」の概要
■ 現状と課題

■ 主な施策の方向

●県精神科救急医療体制連絡
調整委員会や救命救急協議
会等の協議の場における関
係機関との連携強化

●身体疾患を合併する精神疾
患患者に対応できる病院と
地域の一般科医療機関との
スムーズな連携体制の構築

・精神病床における入院後3か
月、6か月、1年時点の退院率

（2020年度目標）
3か月（2017）68.6→ 69%
6か月（2017）85.1→ 86%

1年（2017）88.0→ 91%

・精神科医師数
(精神科病院常勤勤務)
2017（H29）53 → 65人

・応急入院指定病院の指定数
2017(H29) 5 → 6か所

状態に応じ、合併症を受け入
れることが出来る医療機関数
2017(H29) 3 → 4か所

●地域移行の推進するための研
修会の開催及び障害保健福祉
圏域毎の自立支援協議会にお
ける医療・保健・福祉・介護
等との連携強化

●治療抵抗性統合失調症治療薬
の効果の検証及び県内で広く
専門治療が受けられる地域の
連携体制づくり

・精神保健福祉センターや
保健所による普及啓発を目
的とした講演会等の開催数
2016(H28) 10 → 10回

〔県における自立支援医療（精神通院医療）の推移(人)〕

③長期入院患者の地域
移行の強化

①精神疾患の更なる予防
対策の推進

④精神科救急医療の充実
⑤合併症等受け入れ医療
機関の充実

②精神科医師の確保

《現状》

⑥多様な精神疾患等にも
対応した医療連携体制

●精神科病院等における医療機
能の明確化

●専門治療を行う医療機関の
充実

●災害拠点精神科病院の選定

・アルコール依存症者に対する
適切な医療を提供することが出
来る専門医療機関の選定
2017(H29)  0 → 1か所以上
災害拠点精神科病院の選定
2017(H29)  0 → 1か所以上

《課題》

〇県の精神疾患の推計患者数は、2万8,000人程度。
うつ病をはじめとする気分障害の増加が顕著

〇平成13年をピークに減少傾向にあるが、平成28年
には自殺者数は206人、自殺死亡率は21.7人と微増

〔県における精神科病院在院患者の推移(人)〕
〔県と全国の自殺死亡率の推移(10万対(人))〕

〇精神科病院の入院患者数は減少傾向

■ 主な数値目標（2023年度（一部2020年度））

●県民医療枠医師への返還免除
付き研修資金貸与制度を積極
的に運用

●県外から新たに赴任する精神
科医師を対象とした研究資金
貸与制度の創設

●県外医育大学との連携による
医師確保

●精神疾患の理解促進のための
普及啓発

●こころの健康づくりや自殺予
防の推進

●精神疾患の早期発見、早期治
療を目指し、身体科と精神科
の連携の推進
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「小児医療」の概要

二次救急医療機関の小児救急患者数（救急搬送患者及び時間外受診患者）は総じて減少傾
向であり、小児救急患者全体に占める救急搬送患者割合は横ばい（約８％）となっています。

■ 現状と課題

■ 主な施策の方向

●県民医療枠医師への返還免除付
き研修資金貸与制度等の活用

●院内保育所の設置等を行う医療
機関への支援により女性医師が
働きやすい環境整備を推進

●災害時小児周産期リエゾン認定者
数の増加

●県や保健所主催の災害医療訓練へ
の参加

●子ども救急相談ダイヤル
（＃8000）の相談時間を深夜帯・
早朝帯に拡大

●子供の急変時に対する対処方法
や不慮の事故予防に関する講習
会を開催

・小児患者が入院可能な二次医療圏数
2016(Ｈ28) ６ 圏 →  7圏

（全二次医療圏）

・災害時小児周産期リエゾン認定者数
2017(H29)  4 人 →  12人

（産科医6人）
（小児科医6人）

・子ども救急相談ダイヤル
（＃8000）相談件数
2016(H28) 

6,811件 → 10,500件

●初期、二次、三次救急医療機関の
連携による適切な医療の提供

●各保健医療圏で小児患者が入院で
きる体制を整備

●小児在宅医療の需要に対応する体
制整備

●子育て世代包括支援センターを
全市町村に設置

・県内の小児科医師数
2016(H28)140人 → 170人

〔H26 小児人口と小児科医師数の推移（県）〕

②地域連携体制の強化及び専門的
医療体制の充実

①小児科医の確保 ③相談機能及び情報発信機能の充実
④災害時における小児・周産期
医療体制の確保

《現状》
〇小児科医の高齢化が進むとともに、地域偏在が存在

《課題》

〇二次救急医療機関の小児救急患者数は総じて減少傾向
であり、小児救急患者全体に占める救急搬送患者割合は
横ばい（約８％）

〔二次救急医療機関の小児救急患者数（県）〕

〇♯８０００については、相談件数が
増加傾向

〔１５歳未満人口１０万人あたり医療施設従事小児科医師数〕

■ 主な数値目標（2023年度）

〇児童虐待の予防や関係機関間の連携に
よる早期発見・早期対応が重要
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20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

男性

女性

全国 全県
和歌山

保健医療圏
那賀

保健医療圏
橋本

保健医療圏
有田

保健医療圏
御坊

保健医療圏
田辺

保健医療圏
新宮

保健医療圏

107.3 122.8 143.2 116.4 70.3 44.2 155.4 127.5 72.1

子ども救急相談ダイヤル（＃８０００）相談件数
26年度 27年度 28年度

 実施日(日) 365 366 365
 相談件数(件) 3,929 5,845 6,811
 医師への転送件数(件) 0 17 0
 １日あたり相談件数(件） 10.8 16.0 18.7
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「周産期医療」の概要
■ 現状と課題

■ 主な施策の方向

●周産期母子医療センターや分娩
医療機関等の連携を強化

●周産期医療関係者研修会を実施

●子育て世代包括支援センターを
全市町村に設置

●市町村における産後ケア事業や
産婦健康診査を推進

●県立医大における精神科との連携
体制を維持

●日本産婦人科学会が提供する
「大規模災害時情報システム」の
活用

●災害時小児周産期リエゾン認定
者数の増加

●県や保健所主催の災害医療訓練
への参加

・県内の分娩を取り扱う産科医師数
2017(H29) 69 人→ 80人

・県内の小児科医師数
2016(H28)140 人→170人

・産後ケア事業及び産婦健康診査
事業に取り組む市町村数
2017(H29)１市 → 30市町村

・災害時小児周産期リエゾン認定者数
2017(H29) 4 人→ 12人

（産科医6人）
（小児科医6人）

〇妊娠中のうつ病や産後うつ発病により、妊産婦の自殺
や子供の虐待死が報告

●産科医師確保研修資金及び研究資
金貸与制度の活用促進

●県民医療枠医師への返還免除付き
研修資金貸与制度等の活用

●院内保育所の設置等を行う医療機
関への支援により女性医師が働き
やすい環境整備を推進

・二次医療圏で出産できる体制
維持
2017(H29) ７圏 → ７圏

（全二次医療圏）

〔県内における分娩数、合計特殊出生率の推移〕

病　院 診療所 計　① 病　院 診療所 計　②

和歌山 4 6 10 3 8 11 1
那　賀 1 1 2 1 1 2 0
橋　本 1 1 2 1 1 2 0
有　田 1 1 2 1 1 2 0
御　坊 1 1 2 1 0 1 ▲ 1
田　辺 2 1 3 1 1 2 ▲ 1
新　宮 2 2 4 2 1 3 ▲ 1
合　計 12 13 25 10 13 23 ▲ 2

平成２４年４月 平成２９年９月
増減

（単位：施設）〔分娩医療機関数の推移〕 〔分娩を取り扱っている産科医師の年齢構成（県）〕

①安心して出産できる体制の
堅持

②産科医・小児科医の確保
③災害時の小児・周産期医療体制の
確保

④妊産婦のメンタルヘルスケア
対策の充実

《現状》

《課題》

8,656 
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〇本県の分娩数は年々減少傾向にあり、出生数も年々減少
〇県内における平成２９年９月末時点での分娩医療機関
（病院・診療所）は２３施設
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〇県内の分娩を取り扱っている産科医師数は６９人である
が、６０歳以上が１１人であり、高齢化が進行

■ 主な数値目標（2023年度）
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「救急医療」の概要
■ 現状と課題

■ 主な施策の方向

●遠隔救急支援システムの
推進による救急医療機関間
の連携強化

●タブレット端末等を活用し
たトリアージの導入による
病院前救護体制の強化

●県民医療枠医師への返
還免除付き研修資金貸
与制度等の活用

●救急科を専攻する近畿
大学医学部和歌山県地
域枠医師を救命救急セ
ンターに派遣

●精神科救急医療体制及
び身体疾患合併症精神
疾患患者の医療体制の
確保に向け、受入体制
を充実

・介護施設等からの救急搬
送についてのルールを策
定した保健所管轄区域数
2017(H29) ０ → 8か所

・県内の救急科医師数

2016(H28) 32 人→ 80人

・精神疾患患者における救
急要請から救急医療機関
への搬送に要した平均時
間
2016(H28) 41.3分

→ 41.3分以下

●消防機関、救急医療機関
と介護施設等の連携・協
議体制を構築

●地域密着型協力病院の指
定を進め、在宅医療、救
急医療の連携体制を強化

・救急要請から救急医療機関
への搬送までに要した平均
時間

2016(H28)37.1分→37.1分以下
・遠隔救急支援システムを導

入した二次医療圏
2016(H28) 0 圏→ 7圏

〔県内の救急患者数の推移〕

②救急医療機関とかかりつけ医、介護
施設等との連携・協議する体制の構築

①救急医療機関間の更なる
連携強化の促進

③精神科救急と一般救急の
連携強化

④医師の確保

《現状》

H26 H27 H28

初期救急医療機関 49,232          45,386          44,514          

二次救急医療機関 106,327        105,464        102,713        

三次救急医療機関※１ 49,264          40,781          36,614          

うち救命救急センター 6,662           6,459           6,579           

204,823        191,631        183,841        

うち軽症患者※２（B） 173,762        160,067        153,128        

　　上記の割合（B/A） 84.8 83.5 83.3

三次救急医療機関の軽症患者割合※３ 74.8 70.8 69.4

合　　　計（A）

⑤住民に対する受療行動
の啓発

●県民に対する受療行動
について啓発

●和歌山県広域災害・救
急医療情報システムを
活用した電話相談の周
知・広報

●AEDの使用方法等の普及

・救急出動件数
（人口1万人あたり）

2016(H28) 523.7
→ 523.7件以下

・わかやま医療情報ネット県民向
けトップページアクセス件数

2016(H28)183,677 → 200,000件

《課題》

〇本県の救急患者数は減少傾向で、救急患者に占める軽症者割合も
減少傾向であるが、依然として高率

〇高齢者の救急搬送数が増加傾向にあり、
特に軽症患者が増加傾向

〇救急搬送に要した時間は、全国平均に比べると短く
なっているが、年々増加傾向

〔年齢区分別搬送人員及び搬送人員の高齢者割合（県）〕

■主な数値目標（2023年度）

3,823 3,761 3,746 3,604 3,460 3,587 

16,341 16,134 15,828 15,572 14,840 14,520 

26,213 27,082 27,630 28,546 28,609 29,023 

(57%) (58%) (59%) (60%) (61%) (62%)
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〔救急医療機関への搬送までに要した平均時間（分）〕

救急要請から医療機関

まで 全国

救急要請から医療機関

まで 本県

現場到着から医療機関

まで 全国

現場到着から医療機関

まで 本県

県

県

全国

全国

(分)
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「災害医療」の概要
■ 現状と課題

■ 主な施策の方向

●ライフラインや診療機器の確保に加え、支援医
療チームの受入体制の整備を推進

●補助事業を活用した病院の耐震化推進

●青洲リンク参加医療機関を拡充し、診療情報を
保全

●急性期、亜急性期を経て、地域の医療体制
に戻すまでの災害医療対策を推進

●実効性のある業務継続計画（BCP）の策定
推進

●災害医療訓練の実施により、変化する災害
フェーズに対応できる体制を構築

●避難所等への対応について、研修や訓練を
通じ関係団体との連携を強化

・災害支援チームの受入を想定した災害訓練
の実施箇所数
2017(H29) 2 → ９か所

・保健所及び災害拠点病院間での無線整備箇所数
2017(H29) ３→ ８か所

・業務継続計画策定病院数
2017(H29) ７ 病院→ ４１病院

●関係団体の相互連携推進による保健医療活
動の総合調整体制を構築

●災害医療本部において、災害支援チームが
関係機関との連携を円滑に行える体制構築

●地域災害医療コーディネーターの育成や市
町村等関係団体との連携による地域災害医
療対策会議の機能強化

●県外DHEATの受入や県内相互応援による行
政職員等の確保、通信環境整備を推進

・病院の耐震化率
2017(H29) 66.3％ → 80％

〔耐震化の状況〕

②災害医療本部等の受援体制の強化①災害時における病院機能の維持 ③発災直後から安定期までの切れ目ない対応

《現状》

（現状：H28.9.1）

診断済 未診断
 災害拠点病院 10 10 0 0 100.0%
 災害支援病院 13 12 1 0 92.3%
 その他公立病院 3 3 0 0 100.0%
 救告、輪番、透析病院 35 19 3 13 54.3%
 その他民間病院 22 11 1 10 50.0%
 合計 83 55 5 23 66.3%

病院数種　　類
旧耐震基準耐震性

あり
耐震化率

（%）

〇災害拠点病院、災害支援病院における全病院の耐震化や衛星電話の
整備などのハード面、ＤＭＡＴチーム養成や初動マニュアル策定など
のソフト面ともに、着々と整備

〇民間病院の耐震化は不十分

〇広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）の全病院化に加え
て、透析機関や分娩医療機関も加入するなど、災害に対する対応を順
次整備

〇熊本地震（平成28年4月）などの検証から、医療ニーズの多様化も

想定され、災害時における病院機能の維持や受援体制強化が必要

県内ＤＭＡＴの現状 　　H29.4.1現在
医療機関名 チーム数

県立医科大学附属病院 4
日赤和歌山医療センター 2
和歌山労災病院 2
公立那賀病院 2
橋本市民病院 1
有田市立病院 1
国保日高総合病院 3
紀南病院 2
南和歌山医療センター 3
白浜はまゆう病院　※ 2
新宮市立医療センター 2

計 24

※白浜はまゆう病院は、災害支援病院

《課題》

■ 主な数値目標（2023年度）
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■ 現状と課題

・ へき地医療拠点病院の指定数
2017(H29) 4病院 → 7病院

「へき地医療」の概要

《現状》
〇減少傾向にあった無医地区等が公共交通機関

の減便等で増加

《課題》

〇無医地区等やへき地診療所周辺地域住民の高齢化と
それに伴うニーズの多様化（需要診療科目の増加など）

〇へき地診療所36ヶ所、へき地医療拠点病院4ヶ所が
安定的なへき地医療を提供。

〇自治医科大学卒業医師のへき地診療所等への
計画的な派遣の実施

〔 無医地区等65歳以上・64歳以下人口 〕 〔 へき地診療所管轄区域65歳以上・64歳以下人口 〕

●へき地医療拠点病院の指定の推進

●民間医療機関によるへき地医療支援の推進

●へき地診療所の医療器機器整備や運営を支援

●ドクターヘリの安定的な運航

●テレビ会議システム導入支援によるへき地診
療所勤務医師への遠隔診療支援

●へき地診療所への患者輸送車整備・運行支援

●在宅医療の提供体制の強化

●歯科医療・口腔ケアの重要性の周知

■ 主な施策の方向

〇へき地診療所や無医地区のある医療圏に
おける医師の高齢化

●自治医科大学、和歌山県医科大学地域医療枠
及び近畿大学和歌山県枠卒業医師のへき地診
療所等への効果的な配置

●地域医療センターによるテレビ会議システム
を用いた遠隔聴講などを通じたキャリア形成
支援

●へき地医療の取組や魅力の発信

・遠隔診療支援システムを導入したへき地
診療所が所在する二次医療圏数
2017(H29) 2圏 → 6圏

・へき地診療所・へき地医療拠点病院への
医師配置数
2017(H29) 22人 → 60人

　　　　　医療圏
　
 診療所・病院

和歌山 那賀 橋本 有田 御坊 田辺 新宮 合計

へき地診療所 6 3 2 - 3 12 10 36

へき地医療拠点病院 1 - 1 - 1 1 - 4

〔　医療圏別へき地診療所・へき地医療拠点病院数　〕 (単位：ヶ所)

安定的かつ質の高い
へき地医療提供体制の整備

多様化するへき地医療のニーズへの対応と受
療機会の確保

へき地医療を支える
医療従事者の確保

■ 主な数値目標（2023年度）

〔　無医地区等の状況　〕 （単位：地区）

地区名 平成16年 平成21年 平成26年

無医地区 18      15      20      

準無医地区 9       10      14      

無歯科医地区 32      28      31      

準無歯科医地区 13      12      15      
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「在宅医療」の概要
■ 現状と課題

■ 主な施策の方向

●「わかやま在宅医療推進安心
ネットワーク」による24時間
サポート体制の構築

● 地域密着型協力病院の指定推進

● かかりつけ医の普及、在宅医療
実施機関の充実

● 在宅医療と救急医療の連携・協
議体制の構築

● 人生の最終段階の医療に係る意
思決定を支援する医療職の育成

● 県民に対する広報・啓発の実施

● 医師、訪問看護師等の在宅医療
に携わる人材の確保・育成

● 特定行為研修受講看護師等の高
度な専門知識・技術を持った看
護職を養成

● 看護職や社会福祉士の人材育成
に取り組み、退院支援を推進

・全ての在宅医療・介護連携推進事
業を実施し、地域包括ケアシステ
ム構築に取り組む市町村数

2016(H28) ０ → 全市町村

・患者の意思確認をするための体制
2017(H29) ０ → ８か所

（全保健所管轄区域）

・人生の最終段階における医療について
家族と話し合ったことがある者の割合

2017(H29) 42.7％ →７０％

・訪問看護ステーションに従事
する看護職員数（常勤換算）

2016(H28) 458人 → 650人

● 圏域毎に地域の特性を踏まえた
医療や介護の充実に必要な取組
を実施

● 在宅医療と介護に携わる関係者
による協議会や研修会等を開催

● 市町村の特性と実情に応じた地
域包括ケアシステムの構築

・わかやま在宅医療推進安心ネッ
トワーク構築保健所管轄区域数
2015(H27) 0  → ８か所

・地域密着型協力病院数
2017(H29) 20 → 40病院

《課題》

②医療と介護の連携体制の強化①在宅医療提供体制の充実 ③在宅医療を支える人材の確保・
育成

④患者自らの意思に沿った人生の
最終段階における医療体制の整備

《現状》
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〔訪問看護ステーションと看護職員従事者数（県）〕

訪問看護

ステーション数

看護職員

従事者数

（常勤換算）

（施設） （人）

5.4% 37.3% 54.5% 2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

詳しく話し合ったことがある 話し合ったことはある ない 未回答

〔人生の最終段階における医療に関する相談状況〕

〇訪問看護ステーション数は増加傾向であるが、
小規模の訪問看護ステーションが多い

〇人生の最終段階における医療について、話し合った
ことのない人が半数以上

■ 主な数値目標（2023年度）
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訪問診療 1,697 1,109 268 98 41 31 130 21

〇今後も在宅医療等の需要が増加見込み
〔在宅医療等・訪問診療の需要増加推計〕

２０



「医師確保対策」の概要
■ 現状と課題

■ 主な施策の方向

●自治医大及び今後増加する
県立医大県民医療枠・地域
医療枠等医師の適正配置

●地域毎の必要医師数目標値
を定め、県が中心となり、
関係者による協議の場を設
置し、医師派遣調整を実施

●地域医療支援センター
を中心とした県内キャ
リア支援体制の充実

●遠隔医療支援システム
を活用した遠隔診療支援
や遠隔講義聴講、遠隔救
急支援等の実施

●和歌山研修ネットワーク
の充実や病院合同説明会
の開催

●県内専門研修プログラム
の充実やＰＲ等の実施

●国や日本専門医機構に対
する制度改善要望の実施

●不足診療科医師に対する
研修・研究資金貸与制度
を積極的に運用

●県外医育大学とも連携
し、広域的な医師確保の
協力体制を構築

●総合診療医の育成・確保

②診療科偏在の解消①地域偏在の解消 ③研修医・専攻医の確保 ④若手医師のキャリア支援

《現状》

⑤医師の働き方改革

●院内保育所の設置等に
よる女性医師の就労支
援を実施

●医療勤務環境改善支援
センターによる取組の
強化

《課題》

〇本県の医療施設従事医師数は年々増加して
おり、人口10万人対では全国９位

〇医療圏別の人口あたり医療施設従事医師数では、
和歌山と御坊以外は全国平均以下。うち病院の
医師数は和歌山以外は全国平均以下（地域偏在）

〇診療科別医師数の推移をみると、小児科、産婦
人科、外科で横ばい若しくは減少（診療科偏在）
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小児科

産婦人科
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精神科

麻酔科

皮膚科

総数

・県民医療枠･地域医療枠･近
大和歌山県枠の卒業医師数
2017(H29)102人→312人

・分娩を取り扱う産科医師数
2017(H29)69人 → 80人

・ 臨床研修医の採用数
2017(H29)85人 → 110人

・ 医療施設従事医師数
2016(H28)2,768人→3,090人

〔本県の医療施設従事医師数の推移（人）〕
〔医療圏別人口10万人対医療施設従事医師数（人）〕

〔本県の診療科別医師数の推移（H10を1とした場合）〕

■ 主な数値目標（2023年度）

人口10万人対
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（３）二次保健医療圏のあり方に
係る検討結果等

（圏域別検討会検討状況、基準病床数の算定換え）
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開 催 場 所 開 催 場 所

８月１０日（木） １７：００～ 和歌山県民文化会館　５階　大会議室 １１月２４日（金） １７：００～ ホテルアバローム紀の国 ２階 「鳳凰の間」

海南・海草部会 ９月２８日（木） １４：４５～ 海南保健所　２階　大会議室 １２月２０日（水） １９：３０～ 海南保健所　２階　大会議室

８月３１日（木） １３：００～ 那賀総合庁舎　３階　大会議室 １２月２１日（木） １３：３０～ 那賀総合庁舎　３階　大会議室

８月２２日（火） １９：３０～ 橋本保健所　２階　会議室 １２月１１日（月） １９：３０～ 橋本保健所　２階　会議室

８月３１日（木） １４：００～ 有田総合庁舎　３階　大会議室 １２月１４日（木） １６：３０～ 有田総合庁舎　３階　大会議室

８月２９日（火） １３：３０～ 御坊保健所　別館　大会議室 １２月１９日（火） １３：３０～ 御坊保健所　別館　大会議室

８月２４日（木） １４：００～ 西牟婁総合庁舎　４階　大会議室 １２月１４日（木） １６：００～ 西牟婁総合庁舎　４階　大会議室

８月２９日（火） １８：３０～ 新宮市立医療センター　６階　講義室 １２月１２日（火） １８：３０～ 新宮市立医療センター　６階　講義室

開 催 日 時開 催 日 時

　第１回　圏域別検討会 　第２回　圏域別検討会
圏域名

田 辺

新 宮

和歌山

那 賀

橋 本

有 田

御 坊

各圏域別検討会の開催状況について

二次医療圏単位の圏域別検討会を各２回、下記日程等により順次開催した。

第１回
検討会

・各地域の課題等に関して、各種データを交えながら現状把握を実施
・今後の取組の方向性に関する意見交換
・二次保健医療圏のあり方に関する検討について

第２回
検討会

【 第２回県地域保健医療協議会（１０／２６）における大枠の方針決定を踏まえて・・・ 】
・二次保健医療圏のあり方に関して（第２回協議会の整理結果（※次ページ）を報告）
・介護・医療連携について（県・市町村の「協議の場」を兼ねて開催）
・次期計画に盛り込む各圏域編（素案）に関する協議
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和歌山県における二次保健医療圏について

和歌山 4,527 5,634

那　賀 825 871

橋　本 677 824

有　田 511 643

御　坊 566 713

田　辺 1,207 1,535

新　宮 634 964

小　計 8,947 11,184

精神病床 （県全域） 1,684 2,099

結核病床 （県全域） 16 15

感染症病床 （県全域） 32 32

一般病床

＋

療養病床

病床種別 区域（圏域）

基準病床数

（第七次
保健医療計画
（平成３０年３月

策定予定）

既存病床数

（平成29年
3月31日
現在）

２４



（※）人口は、平成２７年国勢調査による。
（※）流入率・流出率は、平成２６年「患者調査」による。

下記の「３基準全て」を満たす二次保健医療圏にあっては、現行の二次保健医療
圏の設定が妥当なのかどうか、検討を行う必要がある。
【基準①】人口規模が２０万人未満
【基準②】一般病床及び療養病床に係る推計流入入院患者数割合が２０％未満
【基準③】一般病床及び療養病床に係る推計流出入院患者数割合が２０％以上

（※）人口は、平成２２年国勢調査による。
（※）流入率・流出率は、平成２０年「患者調査」による。

二次医療圏名 人口（人） 流入率（％） 流出率（％）

和歌山 435,538 19.3 6.6

那賀 118,722 18.7 35.3

橋本 93,529 14.7 33.1

有田 78,678 10.7 37.9

御坊 67,243 29.1 19.6

田辺 134,822 12.1 14.3

新宮 73,666 18.3 21.7

二次保健医療圏名 人口（人） 流入率（％） 流出率（％）

和歌山 425,220 19.9 7.7

那賀 116,068 23.3 35.6

橋本 88,342 19.8 51.7

有田 74,255 10.4 37.6

御坊 63,603 29.0 19.6

田辺 128,161 7.8 14.8

新宮 67,930 21.1 16.8

『第七次医療計画作成指針』（平成２９年３月厚生労働省医政局長通知）による検討要請

【参考】前回（第六次計画策定時点） 今回（第七次計画）

今回の見直し検討
対象は、橋本・有田
の２医療圏。

上記国基準による見直し検討対象に該当する橋本・有田医療圏をはじめ、全ての圏域に
おいて、二次保健医療圏としての設定が妥当かどうか、地域の医療関係者より意見を聴取
したもの。

２５



７

各地域の検討会における医療関係者の意見を十分尊重するとともに、上記参考①②
も踏まえた上で、次期（第七次）県保健医療計画策定にあたっては、現状の二次保健
医療圏の区域（７圏域）を引き続き維持するものとして整理いただいた。

ただし、第八次計画策定時には再検討するべきとの意見あり。

見直すべき
現状の二次
医療圏を

維持すべき

和歌山 ○
・和歌山医療圏としては区域を見直す必要は無い
・有田医療圏における体制充実及び自己完結率向上を期待

那 賀 ○ ・今後も引き続き、圏域の自己完結率を注視する必要

橋 本 ○ ○
・国基準時点（平成２６年）では地域において療養病床が不足し、大阪府へ患者が流出
　していたが、平成２７年に療養病床の充実が図られた以降は、流出傾向は改善済み
・以上の現状を踏まえれば、現状の二次医療圏を見直す必要はなく、現状維持が妥当

有 田 ○ ○

・国基準時点（平成２６年）では地域においては医師不足等の理由から自己完結率が
　相当に低かったが、現状は明らかに回復基調にある
・救急搬送等の実績からも、圏域内における完結率は高まってきており、流出は改善
・有田医療圏の総意として、現状の二次医療圏の維持を強く求めるもの

御 坊 ○ （現状維持が妥当、で意見集約）

田 辺 ○ （現状維持が妥当、で意見集約）

新 宮 ○
・新宮圏域は、三重県を含めた広大な医療需要を担っており、現状の急性期機能等を
　今後低下させないためにも、現状の二次医療圏を維持すべき

医療圏
国基準による
見直し対象に
該当する圏域

検討結果

圏域別検討会における主な意見等

（３）各圏域別検討会における検討結果（二次保健医療圏見直しについて）を踏まえて

【参考①】 二次保健医療圏は、地域医療構想で定めた構想区域との整合を図ることが適当（国医療計画作成指針）
【参考②】 現行の二次保健医療圏は、保健・医療・介護施策の総合的な連携の観点から、「老人福祉圏域」とも合致

併せて、右記２点も考慮

第２回
協議会
整理
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和歌山 4,527 4,335 5,634 4,961 6,074

那　賀 825 754 871 961 1,110

橋　本 677 535 824 737 849

有　田 511 501 643 495 698

御　坊 566 534 713 655 895

田　辺 1,207 1,209 1,535 1,113 1,680

新　宮 634 628 964 584 1,048

小　計 8,947 8,496 11,184 9,506 12,354

精神病床 （県全域） 1,684 1,850 2,099

結核病床 （県全域） 16 27 28

感染症病床 （県全域） 32 32 32

病床機能報告

による病床数

（Ｈ28年7月1日時
点）

一般病床

＋

療養病床

病床種別 区域（圏域）

基準病床数

（次期第七次
保健医療計画）

基準病床数

（現行第六次
保健医療計画

（平成２５年３月策
定）ベース）

既存病床数

（平成29年
3月31日
現在）

必要病床数

（2025年
 （Ｈ37年）

時点）

精神病床・結核病床・感染症病床は

地域医療構想で定めた「必要病床数」

及び「病床機能報告」の対象外

下記のとおり「基準病床数」の算定換えを実施。第七次県保健医療計画（第３章）において記載。

必要病床数は『地域医療構想』において定めて
いる2025年の目標値であり、今回、変更はない。

基準病床数は、医療法第３０条の４第２項第１４号に基づき、
病床整備の基準として定めるもの。

「基準病床数」の算定換えの結果について
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（４）県民・患者等のご意見の反映

２８

①「保健医療に関する県民意識調査」
の結果（概要）

②パブリックコメント実施結果（概要）



「保健医療に関する県民意識調査」の結果概要について

①かかりつけ医師・歯科医師の普及 …………「持っている」は、いずれも全体の約７０％
②かかりつけ薬局の普及 ………………………「持っている」は、全体の約４０％
③後発医薬品への理解向上 ……………………「今後、処方してもらいたい」は、全体の約８０％
④子ども救急相談ダイヤル（#8000）の周知 …「知っている」は、全体の約２０％
⑤健診受診の啓発 ……………………………… 受診者は、全体の約７０％（国民健康保険の被保険者では、約６０％）
⑥健康づくりのための運動の普及 ……………「運動をしていない」は、全体の３４％（「１回３４分以上の運動を週２回以上のペース

で１年以上継続」という条件では、「していない」は約７０％）
⑦「オーラルフレイル」の認知度向上 ………「知っている」は、全体の約５％
⑧健康推進員の活動活性化 …………………… 健康推進員の認知度は、全体の約２０％
⑨がん検診受診の啓発 ………………………… ５がん（肺がん、大腸がん、胃がん、子宮頸がん、乳がん）の各がん検診受診者は、

いずれも約４０％
⑩セカンド・オピニオンの普及 ……………… がん治療では、「知っている」は、全体の３６％
⑪緩和ケアの周知 ………………………………「知らない」は、全体の約２４％
⑫人生最終段階の医療についての啓発 ………「話し合ったことがない」は全体の約５５％、「延命治療を望まない」は全体の約８５％
⑬在宅医療の充実 ………………………………「自宅で療養したい」は、全体の約７０％
⑭不足診療科の整備 …………………………… 産婦人科が全体の約２０％で１位
⑮医療機関の役割分担の推進 …………………「賛成」は、全体の約７５％（地域医療構想の認知度は、全体の約２０％）
⑯地域医療の充実 ………………………………「住み慣れた地域で、質の高い医療を受けたい」は、全体の約７２％
⑰医療費についての情報提供 …………………「自分の医療費の額を知っている」は、全体の約半数

（２）医療機関・行政に対する主な要望（自由意見を含む）

（１）今後の保健医療施策に反映させる事項

○病気の状態や治療方法についてよく説明してほしい ○診察までの待ち時間を短くしてほしい
○緊急の時は、休日や夜間でも診察してほしい ○病気の状態に応じて、専門の医療機関に紹介してほしい
○安易に薬を出し過ぎではないか ○在宅医療を充実してほしい ○総合的な医療を充実してほしい
○医療従事者の資質向上をしてほしい ○へき地医療を充実してほしい ○医療費の負担が大きい
○住民への啓発は重要 ○子供の時からの健康教育を充実
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パブリックコメント（県民からの意見募集）の結果概要について

【医療提供体制に関するご意見】
●住み慣れた身近な地域で安心して出産や子育てができるよう、周産期医療や小児医療の充実に引き続き、取り組んでほしい。
●保健医療計画の一部でもある地域医療構想を推進するにあたっては、地域の救急医療体制を崩壊させないように留意してほしい。
●「人生最終段階の医療」に関してはまだまだ県民に浸透していない。今後さらに周知・啓発等を図りながら、在宅医療の充実に

取り組んでほしい。

【医療従事者確保に関するご意見】
●質の高い医療提供体制を構築するためには医師確保が不可欠。産婦人科医、精神保健指定医など医師確保にしっかり取り組んで

ほしい。一方で、医師の過重労働などが指摘されている状況も踏まえるべき。
●看護職員や薬剤師の人材確保が重要な課題である。
●今後、リハビリテーションの需要が高まると思うので、理学療法士や作業療法士といったリハビリ人材の確保策をしっかりして

ほしい。

【二次医療圏設定に関するご意見】
●二次保健医療圏のあり方について。今回は現状の７圏域を維持することになったことは理解するが、次回（第八次）の計画策定時

には改めて、よく検討してほしい。

【医薬品】
●後発医薬品（ジェネリック医薬品）に関して、今後、積極的な利用を促進するべきではないか。

パブリックコメント実施の概要

寄せられたご意見（主なもの）

（１）意見募集期間 ： 平成３０年２月８日（木）～２８日（水）
（２）意見提出件数等 ： ４者（３団体、１個人）より計２８件
（３）寄せられた主なご意見（概要）： 下記のとおり
（４）今後、意見に対する県の考え方とともに県ホームページにて公表予定。

３０

（※）計画本文への反映状況等は、本日
配付「参考資料１」のとおり。


